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1.　はじめに
平成 29年 6月に出された 「中学校学習指導
要領解説社会編」 （文部科学省） では改訂のポ
イントとして 「生きる力」 をあげており， 社会科教
育が子どもたちが今後人生を生きていくなかで果
たすべき役割が大きくなると述べてられている。












いくことが必要とされた。 このため 「生きる力」 を
より具体化し， 教育課程全体を通して育成を目
指す資質 ･能力を， ア 「何を理解しているか，
何ができるか（生きて働く「知識･技能」の習得）」，
イ 「理解していること ･ できることをどう使うか （未
知の状況にも対応できる 「思考力 ･判断力 ･表






Noboru kajikawa （Tottori University Junior High School） : Regional teaching materials of 
Tottori Prefecture concerning spontaneous and sustainable developments.
要旨 ― 鳥取県は都道府県の中でもっとも人口が少なく， 産業もあまり発展していない。 また，
鳥取県は全国でもっとも税収が少ない県であり， このことは教科書や資料集の地方財政の学習






キーワード ― 内発的発展， 持続可能な開発， 鳥取県の地域教材， 日常生活
Abstract ― Tottori Prefecture has the least population among all the prefectures in Japan, and the industry 
has not developed well. In addition, Tottori is the prefecture having the smallest tax revenue in Japan. 
These facts have been taken up also in the textbooks and documents for the learning of local ﬁnance. Thus, 
the evaluation of Tottori by students is low, and the self-assessment for Tottori is also low like “depopulation 
is progressing” or “there is no place to play”.  However, Tottori is evaluated to some extent from the 
residents living in prefectures other than Tottori, as evidenced by the fact that the rate of migrants is the 
top in Japan. I introduced the fact in the classes, letting students realize that students’ daily life spending 
blandly overlaps with the spontaneous or sustainable developments. Regional teaching materials are likely 
to be biased toward local industries, geography, history, etc. However, it was found that the daily lives of 
students living in Tottori are also useful as teaching materials.
Key words ― spontaneous development, sustainable development, regional teaching material, Tottori 
Prefecture, daily life
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て学習教材を選定 ・ 開発するにあたっては， 学
習教材の活用により児童生徒が自ら考えることが
できるようにするなどの教育効果を高めるため，
















鳥取県の平成 30 年 10 月 1 日現在の推計人
口は 560,517 人で， 前年に比べ 4,716 人減少
し， 平成 8 年から 23 年連続の減少となった。 こ
の 560,517 人という数値は， 前年に比べ 4,716 
人減少し， 世帯数は， 219,288 世帯で， 前年に
比べ 557世帯増加した。
年齢 3 区分別の構成割合は， 年少人口は
12.7％， 生産年齢人口は 55.8％で過去最低，
老年人口は 31.5％で過去最高となった。 年齢 3
区分別の人口構成割合を前年と比べると， 年少
人口 1,058人減少し， 生産年齢人口は 5,485人
減少した。 一方，老年人口は 1,827人増加した。
自然動態， 社会動態ともに減少し， 人口増減
は前年に比べ 370 人減少数が拡大した。 人口
増減では， 自然増減が 3,031 人， 社会増減が








付税や国庫支出金， 県債が約 7割を占め， 自
主財源に乏しく， 国に依存した財政構造にある。
中でも地方交付税とその身代わりである臨時






































い都道府県であるが， 2009 ～ 2014 年の移住者




















































































れは， はじめにで述べた 「生きる力」 における，
イ 「理解していること ･ できることをどう使うか」，
































の役割─ 「社会的課題」 「見方や考え方」 「協




NHK 放送 「“移住 1％戦略”は地方を救えるか」
クローズアップ現代＋ .2015年 12月 9日放送
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